
１　重要な会計方針

　(１)　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　満期保有目的の債券は、償却原価法(定額法)によっている。

　(２)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　原価法に基づく最終仕入方式を採用している。

　(３)　固定資産の減価償却の方法

　　　　固定資産の減価償却は定額法によっている。

　(４)　引当金の計上基準

　　　・賞与引当金・・・・・・・・・ 職員に対する支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を

計上している。

　　　・退職給付引当金・・・・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　　　　　 このほか一般社団法人ぜいたいきょうに退職一時金相当額として17,694,920円。

　(５)　リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　　なお、リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額は、次のとおり

　　　である。

(単位：円)

　(６)　消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

 定期預金

 投資有価証券

 預け金

 退職給付引当資産

財務諸表に対する注記

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 当期末残高相当額

18,546,000 8,229,000 10,317,000

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 基本財産

小　　　計 1,900,043,807 500,023,659 500,000,000 1,900,067,466

 特定資産

80,300,000 0 0 80,300,000

1,819,743,807 400,023,659 500,000,000 1,719,767,466

0 100,000,000 0 100,000,000

1,914,098,252

15,597,927 2,232,047 3,799,188 14,030,786

小　　　計 15,597,927 2,232,047 3,799,188 14,030,786

合　　　計 1,915,641,734 502,255,706 503,799,188



３　基本財産及び特定資産の財源の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

 基本財産定期預金 （ ） （ ）

 投資有価証券 （ ） （ ）

 基本財産預け金 （ ） （ ）

（ ） （ ）

 退職給付引当資産 （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

(単位：円)

科　　　　目 当期末残高
（ うち指定正味財産

からの充当額 ）
（ うち一般正味財産

からの充当額 ）
( うち負債に
対応する額 )

 基本財産

80,300,000 50,300,000 30,000,000 ―

1,719,767,466 1,619,767,466 100,000,000 ―

小　　　計 1,900,067,466 1,770,067,466 130,000,000 ―

100,000,000 100,000,000 0 ―

 特定資産

14,030,786 0 0 14,030,786

小　　　計 14,030,786 0 0 14,030,786

合　　　計 1,914,098,252 1,770,067,466 130,000,000 14,030,786

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 ソ フ ト ウ ェ ア 15,809,157 7,453,233 8,355,924

合　　　計 50,080,609 32,994,561 17,086,048

 建物付属設備 2,133,510 1,925,401 208,109

 器　具　備　品 32,137,942 23,615,927 8,522,015

　第11回30年国債 99,937,773 118,100,000 18,162,227

　日本高速道路保有・債務返済機構 100,000,000 117,230,000 17,230,000

科　　　　　　目 帳簿価額 時　　　価 評価損益

　第119回20年国債 99,829,693 115,950,000 16,120,307

*Ｌ－ＢＡＮＫ 100,000,000 106,830,000 6,830,000

*ドイツ復興金融公庫 100,000,000 101,760,000 1,760,000

*ｵｰｽﾄﾗﾘｱ・ｺﾓﾝｳｪﾙｽ銀行 100,000,000 103,600,000 3,600,000

*スウェーデン輸出信用銀行 100,000,000 108,269,000 8,269,000

*ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 120,000,000 113,954,400 △ 6,045,600

*J.P.モルガン・ストラクチャード・プロダクツ・ビーブイ 100,000,000 98,946,000 △ 1,054,000

*三菱ＵＦＪホールディングス 100,000,000 97,303,000 △ 2,697,000

*ＢＮＰパリバ 100,000,000 97,720,000 △ 2,280,000

*バークレイズ銀行 100,000,000 97,957,000 △ 2,043,000



科　　　　　　目 帳簿価額 時　　　価 評価損益

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

 経常収益への振替額

　　基本財産受取利息の振替額

　　特定資産運用益の振替額

内　　　　　　容 金　　　　　額

37,734,066

899

37,734,965

※モルガン・スタンレー・ファイナンス 100,000,000 82,730,000 △ 17,270,000

合　　　　　計 1,719,767,466 1,728,343,400 8,575,934

* : 為替連動型固定利率

※バークレイズ銀行 200,000,000 199,576,000 △ 424,000

※シティグループ・グローバル・マーケッツ・ホールディングス・インク 100,000,000 83,410,000 △ 16,590,000

※シティグループ・グローバル・マーケッツ・ホールディングス・インク 100,000,000 85,008,000 △ 14,992,000


